別紙(記載例―5)・・・事業主側からあっせんを申し立てる事案（2）

紛争の概要

1 申立人（当会社)は、平成　年　月頃から、経営方針に従い支店の統廃合を行うことにより会社の財務体質の改善を進めています。

2 ○○市にある○○支店を廃止し、隣りの××市に××支店を新設する。それに伴い、平成　年　月　日付けをもって○○支店に勤務する従業員10人に対し××支店への転勤を命じた。

3 被申立人（従業員甲）は、転勤すると××支店への通勤時間は片道1時間半ほどとなること、また公共交通機関を利用する場合、その価額は所定の通勤手当の限度額を超えることとなり、自己負担が増えることなどから、継続して勤務することが困難と考えて、これを機会に退職することとなり、平成　年　月　日付けで退職した。

4 退職の日、甲（被申立人）から○○支店長に次の2点の申し入れがあった。

「今回の移転は会社の一方的都合によるものであり、それで退職を余儀なくされたことから3か月分の解雇一時金を頂きたいこと」と

「離職票には、『会社都合による解雇』と記載すること」

5 会社(申立人)は、「解雇はしておらず、申し入れには一切応じられない」と文書で回答した。

解決を求める事項(理由を含む。)

1 申立人は被申立人に相当の金額の解決金を支払うことにより、この事件が円満に終了することを求める。

2 申立費用は、折半し、申立人及び被申立人が負担する。

(理由)

1 会社（申立人）としては、経営改善を図るために進めた支店の廃止及び新設であり、それに伴う転勤である。正当な行為であり、適正な手続きであったと確信しています。

2 離職票の記載については、「支店の統廃合に伴い通勤困難を理由に、本人が退職を申し出た」旨を正確に記載するのが適切と考える。

3 しかしながら、今回の支店の移転により、これまでの生活環境を変えざるを得なくなり、ご不便、ご苦労をかけたことに対し、遺憾の意を表すと共に、会社（申立人）が甲（被申立人）に対し一定の金銭を支払うことにより、この事件の円満解決を図りたいと考えるものであります。

